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 Creation of Technological Innovation Management
Uenohara Michiyuki
　20数年にわたる著者の研究開発マネジメントの経験をもとに、技術革新マネジメントの創造につ
いて述べてある。先ず技術革新の概念を明確にし、その創造に不可欠な社会環境について、技術革新
と経済の相関を例として論じる。著者が創造し推進してきたマネジメントについて、共生と競争のマ
ネジメント、個の独創と群の創造のマネジメント、基幹技術プログラム・マネジメント、分散と集中
のマネジメント、シナージー・ネットワーク　マネジメントについて述べ、将来に必要な新しいマネ
ジメントと人材の育成について論じてある。
The  article  describes  the  management creation  for  technological innovations based on  author's experiences
over  20 years.  The concept on the technological innovation is clearly reviewed  and  the social envionment  that
is essential to promote  technological  innovations   is discussed  by using  the correlation between  the technological
innovation  and the economy.   The R & D managements  that the author created and promoted  such as "symbiotic
competition" management,  individual originality and group creativity management,  core technology  program
management,  diversification and concentration management, synergy network management  are presented.
New managements to be created and human resource development, aiming at a better society to come, are also
discussed.
　技術革新、社会環境、ロジスチックカーブ、共生と競争、個の独創、群の創造、基幹技術プログラ
ム、分散と集中、シナージーネットワーク
technological innovation, social environment, logistic curve, symbiotic competition, individual originality,
group creativity, core technology program, diversification and concentration, synergistic network.
Ⅰ．はじめに
　21世紀が目前に迫っている。世紀の代わり目
には常に大きな変革を繰返してきた。現在も波
瀾の世紀末を体験している。今世紀初頭の経済
発展を大きく推進したのは、19世紀半ばの基礎
研究の成果によって、前世紀の末期に芽生え始
めた新事業であった。前世紀末の変動期の基礎
研究の成果は、今世紀前半に技術革新の芽生え
に繋がり、戦後の経済の大きな発展に貢献した。
技術革新と経済の相関の歴史から推測すると、
90年代は技術革新の芽生えの銀座通りである可
能性が高い。その活動に必要な科学技術のシー
ズはほぼ出そろっていると考えられる。これら
の芽は、来世紀前半の経済発展に大きく寄与す
る筈である。
　バブル経済の崩壊後、日本経済は冷えきって、
国全体が活力を失ってしまったかのごとき雰囲
気を醸し出している。社会経済の本質的普遍性
を無視して表面現象に強く影響された評論家や
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政治家などによって、この沈滞ムードは醸し出
されているように思われる。歴史上、経済の長
期波動とも言える経済の浮き沈みのサイクルを
体験してきた。これらの現象は、複雑に錯綜し
た個々の社会現象の集大成として起きたもので
あるが、結果的には社会心理に大きく影響され
ている。70年代に世界的な経済停滞期を迎えた
時に、停滞の最大の原因が技術革新の停滞にあ
るとして、そのシーズを創造する研究開発が非
難の的になったことがあった。研究者も社会人
であり、その時々の社会環境によって大きく左
右される。社会の影響を余り受けないと思われ
ている基礎研究者も、社会環境によって動機付
けられている。技術革新は技術者のみで推進で
きるものではなく、経営者や市場を始めとする
社会全体によって創造され推進されるものであ
る。
　高度情報社会の創造を目指している現在の変
革期の技術革新と、産業革命以来の工業社会の
それとは、かなりそのプロセスが異なってきて
いる。また経済大国になった日本は、自ら技術
革新を芽生えさせ、新市場の創造を推進する責
務を負っている。また地球環境問題や資源・エ
ネルギー問題を解決して、持続可能な開発の
リーダーとならなければならない。これら基本
的環境変化が、追い付け追越せで、ひたすら工
業社会の発展のみを追及してきた日本社会に、
現在の困惑を生じている主因であると思われる。
しかし我々は、新しい時代の技術革新のマネジ
メントを創造し、国際社会の平和と発展に貢献
しなければならない。これが、武力で国際平和
を維持する手段を放棄した日本が、国の平和を
守る総合安全保障を確保できる手段であろう。
　本論文では、先ず技術革新の概念を明確にし、
その創造に不可欠な社会環境について論じ、今
まで創造してきたマネジメントと創造すべきマ
ネジメントについて述べる。さらに新しいマネ
ジメントを創造し、技術革新の推進に貢献でき
る人材の育成について論ずる。
Ⅱ．技術革新とは
　革新とは、古きを改め、人やその組織の新し
い能力を開発することである。革新は古いもの
を無秩序に破壊するのではなく、既存のシステ
ムが、変化する社会へ適応する能力を高めるた
めのものでなくてはならない。では技術革新と
は、どの様な概念であろうか。技術革新とは、人
間の技術力を伸し、過去よりは新しい、良い製
品やサービスを創造し、社会活動、すなわち文
明に革新をもたらすことである。工業社会に起
きた技術革新の数々は、主に生活物質の生産や
人や物の輸送の生産性を向上するものであった。
近代の技術革新は、情報革命と呼ばれるほどに、
知的生産と活用に関係する革新が急速に増大し
ている。
　近年、技術革新が目まぐるしく起きていると
言われている。この表現は、情報機器などの新
製品が、１年から、ひどいものでは半年おきに
発売されている現象に対して用いられている。
この現象は、技術革新の過程で起きている激烈
な競争であって、技術革新と表現するのは正し
くない。また技術革新の芽になる可能性を持っ
た、数多く創造される革新的な技術の開発に対
しても、技術革新と呼ばれることが多い。しか
しこの表現も、正しくない。これらの多くの技
術は、それ自身では新製品とはなりえず、多く
の技術との結集や融合によって、市場が価値を
認める商品となるのである。必要な技術がタイ
ミングよく揃って始めて、新製品の実用化は可
能である。また画期的な新製品ほど市場予測が
困難なために、新市場を創造し、技術革新を起
こす可能性があるものが事業化されず、陽の目
を見ないものが多い。日本においては、画期的
な技術を発明しながら、欧米で実用化された後、
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技術革新の波に乗ったことが多かった。
　苛酷な自然環境と闘ってきた北欧に端を発し
た技術革新は、その多くが人間社会をより豊に
するために、自然環境を支配することに活用さ
れた。科学技術が未だ未熟なために、生産性向
上やコスト低減のためになされた技術革新が、
結果的には公害を生み、環境を破壊する結果と
なった。これらの弊害は、技術革新が意図した
ものではなかった筈である。技術革新が、経済
の生産性を左右する鍵であることには疑問の余
地はない。しかしながらこれからは、一国や人
間社会の経済の生産性向上のためだけではなく、
自然から生物全体を包括したグローバルな社会
が共生し、持続可能な開発に貢献する技術革新
を推進しなければならない時代に入っている。
Ⅲ．革新の環境条件
　「必要は発明の母」と昔から言われているよう
に、社会環境は技術革新の母と言ってよいと思
う。もちろん、いかに強いニーズがあったとし
ても、そのニーズに応えることができる技術を
創造できなければ、技術革新の芽すら発芽させ
ることはできない。例え必要な技術が発明され
ても、その技術を更に進歩発展させる科学的基
礎知識の解明がなければ、大きな技術革新へと
進展させることは困難である。ニーズと科学技
術とは鶏と卵の関係に近いとはいえ、社会環境
によって技術革新は大きく影響されることは明
らかである。
　人類は古代から、苛酷な自然環境の中で生抜
くために、火や各種の道具を創出して生活必需
品を確保し、また交易やコミュニケーションの
手段を進歩発展させてきた。古代ギリシャの時
代から、自然の神秘に強い関心を持った哲人が、
天文学や数学を探求し、王族・貴族の欲望を満
たすために、練金術や建築の技能が洗練されて
きたが、これらは現代の科学や技術とは異なり、
個人や狭い地域に所属する知識や技能に過ぎず、
文明の革新は遅々たるものであった。18世紀前
半までは、科学の知識は殆ど文明に寄与するこ
とはなく、必要に迫られて発明された道具は、優
れた技能を持った職人によって試行錯誤しなが
ら作られていた。これらの道具の機能を向上し、
大量に生産して普及するために、技能を科学の
知識を活用して技術に進歩させるようになった
のは、18世紀後半に入ってからである。
　産業革命によって、大きな資本が工場経営に
投入されるようになり、技術は急速に進歩して
きた。国が技術開発に大きな投資をするように
なったのは、国防という政治的ニーズによる兵
器の開発があったからである。経済を無視して
開発された新技術が、戦後に民需技術に転換さ
れ、技術革新に発展したものが少なからず存在
する。画期的な新技術を実用化するには、永年
の研究開発と資本を必要とする。潜在ニーズが
あったとしても、市場が未だ存在しない場合に
は、新事業の投資には大きなリスクが存在する。
しかしながら、軍需産業は、国が開発費も市場
も保証するために、画期的新技術を開発するた
めには非常に好ましい産業であった。
3. 1　技術革新と経済の相関　
　第二次大戦後の復興から引続き急成長を続け
てきた世界経済も、60年代末期から 70年代に
入って停滞し始めた。日本経済だけは、欧米の
技術革新を追って成長を続けていた。政界、経
済界、学界の多くの人々が、経済の停滞は技術
革新の停滞が原因であると、研究開発関係者を
強く批難した時期があった。このような社会批
判を受けて、各国で技術革新国際会議が開催さ
れた。欧州で開催された会議では、経済学者や
労働組合代表が我々研究者代表の責任を追求し、
社会の要請に脊を向ける科学技術の社会悪論を
展開した。特に日本に対する攻撃は厳しく、ロ
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ボットなどの開発による生産性向上は、失業を
増大するネガチブ技術革新であると批難した。
我々は、技術革新は社会全体で創造され、推進
されるもので、技術革新が推進される社会環境
の整備が急務であると反論した。しかし、説得
することは容易なことではなかった。
　そこで日米欧の研究者代表は説得しやすい
データと理論を持つ必要があるとの合意に達し、
技術革新と経済の相関に関する共同研究を実施
した。産業革命以来の過去 200年あまりの技術
革新と経済の相関をとってみると、図 1（1） に示
すような関係があることがわかった。1970年ご
ろまでは実績に基づいており、その後は分析結
果から得られた動向に基づいて予測したもので
ある。
曲線は、それぞれの技術革新のシーズとなった
新しい科学分野や発明発見が生れた頻度分布で
ある。これらもまた、丸印の時期を中心として
固まって分布している。発明発見や技術革新の
芽は、アトランダムに発生しているようである
が、はっきりとした規則性を持っている。そこ
で曲線の谷と谷を一つの周期と考え、この周期
の中で技術革新の芽や発明発見がどのように年
を追って累積されてきているかという累積の
カーブを書くと、これがほぼロジスチック・カー
ブになることが判明した（2）。この事実は、応用
研究はもとより純粋基礎研究も、社会環境から
直接間接に学習して動機付けられていることを
意味している。
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　最上位の波動曲線は、世界経済の盛衰の波動
を、50年から60年周期で単純化したものである。
二番目の曲線は、それぞれの経済上昇期に貢献
した、新産業の基盤となった技術革新が発芽し
た頻度分布を示したものである。丸印で示した
時期を中心に固まって分布している。三番目の
　技術革新の芽生えが新事業として立ちあがり
始め、技術革新の軌道に乗り始めるまでの時間
遅れを時定数と呼んでいる。この時定数は、周
期が新しくなる度に 1/    2 だけ短縮されてきて
いる。発明発見波の時定数も同様に短縮されて
きている。この事実は、研究開発活動が社会環
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境から受ける影響、すなわち社会との連携が、近
年になるほど緊密度を深めていることを意味し
ている。別の表現を使うならば、社会のニーズ
に着実に反応して活動している研究開発の成果
が、より技術革新に貢献していることがわかる。
3. 2　技術革新推進の条件
　技術革新推進の条件を要約すると、以下に述
べるような環境整備が重要である。（1） 経済の停
滞を克服して、さらに豊かな生活を求める大衆
の熱望が、研究開発活動を技術革新を芽生えさ
せる方向に誘導する。（2）数多く芽生える技術
革新の芽が総て新事業に発展するのではなく、
社会の底流に合致したものが技術革新として進
歩発展する。底流と合致して具現化される潜在
ニーズを確実に把握することは困難であり、試
行錯誤するより方法はない。そのために、起業
家が活躍できる環境の整備が必要である。（3）画
期的な技術革新は、技術が科学的知識によって
進歩発展し、大衆の生活に革新をもたらすもの
である。技術革新が軌道に乗った後でも、技術
の革新を繰返して創造することが必要である。
産・官・学の密接な協力が必要である。（4）画
期的な技術革新が芽生え軌道に乗るまでは、長
期の研究開発投資が必要である。軍需産業の例
に見られるように、政策によって投資し推進す
ることも必要な場合がある。環境やリサイクル
産業は、国やグローバル社会が協力して、新し
い産業を創造することが必要であろう。（5）画
期的な技術革新の芽生えに貢献する発明発見は、
革新の芽生えまでには数十年にわたる着実な研
究開発が必要である。基礎研究は、将来への科
学技術の資産を創造する活動であるという社会
の合意形成が必要である。（6）技術革新の芽生
えを新事業に育てるためには、起業家精神が不
可欠であるとともに、市場と技術の相関が読め
るマネジャーの育成が必要である。
Ⅳ．マネジメントの創造
　先進工業国においては、人々の基本的ニーズ
である生活必需品は、必要十分以上に供給でき
るようになり、人々のニーズは高度化かつ多様
化している。また情報技術の進歩に支えられて、
工業社会から高度情報社会へと移行し始めてい
る。工業社会における技術革新と高度情報社会
の技術革新とは、自ずからその性格は異なり、革
新のマネジメントも新しい創造が求められてい
る。
　科学技術が目覚しく進歩発展してきたとはい
え、複雑かつ高度な社会のニーズに応えるため
には、未だまだ技術は未熟である。自然環境と
調和して、持続可能な開発を目指すためには、今
までとは異なった観点から研究開発を推進し、
新しい時代の技術革新を芽生えさせなければな
らない。
　自然環境の場の中で生活を営む知恵として文
化は創造されてきた。一方文明は自然と対立し
て、人類のみの生活を豊にするために進歩して
きた。それゆえに、自然科学と人文社会科学は
永い間、隔離に近い状態を保ってきたといって
も過言ではない。しかし工業社会が成熟化し、高
度情報社会へ向けて移行するにしたがい、文化
と文明は急速に接近し融合し始めている。また
地球環境問題に対する危機感が高まるにしたが
い、産業は自然環境の場の中に自らを位置付け、
自然と調和しながら進歩発展できるように、科
学技術の研究開発を推進する必要性を痛感して
おり、社会は強く転換を求めている。
　これらの環境変化は、研究開発活動に少なか
らぬ影響を及ぼし、技術革新の芽生えの質の変
化を来すことは間違いない。しかしながら、工
業社会の惰性によって、永い間自然が発信して
きた警報に耳を傾けず、文明の矛盾から目を逸
してきた。環境の変化に対応する研究者の自主
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性や産業の自発性のみに依存しているのでは、
現在直面している危機を克服し、また日本が率
先して新しい技術革新を創造し推進して、国際
社会に貢献することは困難であろう。新しい時
代の技術革新マネジメントの創造が強く求めら
れているのである。
4. 1　共生と競争のマネジメント
　60年代の後半から、欧米工業国はひどい産業
公害問題に苦慮していた。日本も早晩、同様に
苦慮することは明らかであった。また70年代初
頭にかけて経済が停滞した欧米諸国では、研究
開発費の削減を求められ、研究開発担当責任者
は大きな危機感を持っていた。半導体技術革新
の推進のためには、研究費は鰻登りに上昇して
いた時期であった。欧米の研究担当責任者が集
う度に、産・官が協力して推進している日本の
産業技術開発に批判が集中したのもこの頃で
あった。
　このように悪化する研究開発環境の中で、私
は変化する時代に対応する研究開発マネジメン
トの基本概念を考察し続け、1972年10月にベル
ギーで開催された研究開発マネジメントシンポ
ジウムで “Symbiotic competition”という概念（3）
を発表した。このマネジメントの概念は次のよ
うなものである。指数関数的に増大する研究開
発投資に対して、一企業だけで対処することは、
余りにもリスクが大きくなってきた。今まで
の競争原理だけで、より高度化する社会のニー
ズに応える技術革新の芽をタイムリーに創造す
ることは困難となりつつある。特に近年、急速
に悪化しつつある環境問題を解決するには、一
企業はもとより一国だけの対応では解決は困難
である。企業間の競争が始る以前の基礎研究は
産業界が協力して行ない、本命技術が確認でき、
企業が実用化に向けて研究投資を始めたら競争
して市場のニーズに応えるように、マネジメン
トを革新すべきであるというものである。
　図２に示すように、技術革新の芽生えを新事
業として立上げるまでには永い歳月が必要であ
る。この間、多くの関連技術を創造しなければ
ならない。それぞれが本命技術であると評価で
きるまでには、多くの可能性を研究開発しなけ
ればならない。研究開発のリスクは大きく、莫
大な投資を必要とする。各企業がリスクを回避
する戦略をとれば、折角の技術革新の芽も育た
ないか、技術革新の立上がりが大幅に遅れる可
能性がある。産業界が協力して本命基礎技術の
研究開発を行なうことで、各企業のリスクを軽
減し、本命が見えてきたら、同業者間の共同研
究を終止し、競争して事業化に邁進すればよい。
事業化までは少なくとも５年の競争の期間があ
り、特長ある応用技術の創造で、製品を差別化
することは可能である。　この概念に対して、欧
米からの参加者は懐疑的であった。日本では、通
産省主導の大型プロジェクトが発足していたが、
その多くが既に軌道に乗った技術革新の範疇の
課題で、先行アメリカ企業に追付くためのもの
であった。プロジェクトに参加した企業は、市
場で競争している同業者であり、共同研究とは
名ばかりで研究は各社が別個に行なっていた。
本当の意味で共同研究が始ったのは、1976年に
発足した超ＬＳＩ共同研究組合の共同研究所で、
製品に直接関係する技術ではなくて、超ＬＳＩ
技術が進歩発展するための技術の障壁を突破す
る研究に限定してからであった。
　日本企業は協調的であると言われるが、市場
で競争している製品技術で協力することは不可
図２　共生的協同研究と自由競争の関係�
15～10 年間� 約５年間�
市場への�
最初の�
製品導入�
共生的協同研究期間� 自由競争期間�
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能に近い。超ＬＳＩ共同研究所の経験から、そ
の後の共同研究のテーマは、総て競争前の基礎
技術の研究に限定されてきた。現在は、ＥＵで
も米国でも共同研究組合が結成されるように
なった。これからは、国や地域だけの産業界の
共同研究に止まらず、国際的な共同研究プロ
ジェクトの数を増加する必要がある。日本は、そ
の先導的役割を果すべく、いろいろな国際共同
研究プロジェクトを提案しているが、参加する
外国企業は非常に少ないのが現状である。
4. 2　個の独創と群の創造のマネジメント
　戦後から80年代にかけて、日本は欧米で軌道
に乗った技術革新の波を先行指標として、追付
け追越せで協調して群の創造性を有効に活用し、
小さな革新を積み重ねながら急速の発展を遂げ
てきた。技術革新を発展させ、その寿命を延長
するには、群の創造は不可欠であると言って過
言ではない。日本は群の創造では新しいマネジ
メントを創造し、欧米産業に大きな危機感を与
えた。個人主義が強い欧米社会では、日本的な
群の創造のマネジメントを彼らなりのマネジメ
ントへ変革するまでには幾多の文化的、法的な
壁を乗り越えなければならなかった。この間、日
本は洪水のような輸出で欧米産業の活力を低下
させ、貿易摩擦から先端技術摩擦、基礎研究に
ただ乗りする日本と批難されて苦慮する結果と
なった。
　経済大国になった日本が、国の研究開発投資
の８割近くを産業の投資に依存し、また予算的
な制約から、大学などの公共研究機関の基礎研
究の成果を積極的に国際会議の場で発表するこ
とが困難であった事実からして、欧米からの批
判は当然の帰結であった。産業は国際競争力を
強化し、技術革新を延命させるための研究開発
に専心し、大学の基礎研究の成果を活用して新
しい技術革新の芽を創造する研究開発には殆ど
投資されていなかった。したがって、大学の基
礎研究を評価できる人材も殆ど育てられていな
かった。個の独創を認識し、気長に起業家が評
価できるまで育てるリーダーも育っていなかっ
た。むしろ個の独創を潰してきた。個の独創を
育てるマネジメントは不在であった。
　この事実を深く反省し、企業が基礎研究に投
資を始めたのは 80年代に入ってからであった。
基礎研究の定義も企業によって千差万別であり、
景気が停滞すると、真っ先に基礎研究所を閉鎖
する企業が多い。私は70年代冒頭から、「個の独
創と群の創造」という標語を研究所内に掲げて、
基礎研究への意識を高めるとともに、優秀な大
学の研究室との交流を推進してきた。また社内
に対しても、基礎研究への投資が実用化開発の
生産性を大きく向上することを訴え続けてきた
が、その道は必ずしも平坦なものではなかった。
個の独創を育成できる人材の発掘に努力すると
ともに、企業内だけでなく社会全般が個の独創
を尊重する環境を整備しなければならないこと
を痛感した。しかしながら、個の独創を奨励す
るあまり、折角永い実績を持った群の創造をな
いがしろにしてはならない。個の独創と群の創
造をバランスよく推進するマネジメントを創造
する必要がある。
4. 3　基幹技術プログラム・マネジメント
　企業において基礎研究に投資し、新事業を創
造するには、現事業の発展に効果的に研究成果
を活用して、社内の研究所に対する信頼を高め
るとともに、生産性を向上して研究開発にゆと
りを持たせることが不可欠である。それには、企
業戦略を研究所幹部に充分に理解させ、事業戦
略と技術戦略を整合させるとともに、事業を先
導する研究開発活動が必要である。基幹技術プ
ログラム（4）  は、会社の技術のコアコンペテン
シーを確立することを目的として、基盤技術を
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創造し確立して、事業の技術の柱である基幹技
術を堅固なものにするための研究開発戦略プロ
グラムである。
　私が67年に会社に途中入社して最初に痛感し
たことは、国際社会に対処する企業戦略が無い
に等しいこと、社員の契約概念が乏しいことで
あった。企業戦略の開発に従事し、会社の強み
と弱みを分析するなかで、基幹技術の位置付け
が不明確なことを認識した。個々の事業部門は
事業戦略に沿って着実な技術開発を行なってい
たが、会社の企業戦略を強化する観点からの総
合的研究開発戦略が不在であった。全社的な研
究開発を担当している中央研究所が、率先して
総合戦略を持つことを目的として創造したのが
基幹技術プログラムである。
　73年から２年間にわたって、市場と科学技術
の動向を調査分析し、将来10年間にわたって創
造すべき新製品と、その開発に必要な基盤技術
を想定し、創造し開発された基盤技術を多面的
に活用して、シナージー効果を増大するマネジ
メントを創造した。75年から本格的な運用に入
り、定期的にプログラムを修正しつつ今日に
至っている。その結果創造されたのが、集中と
分散のマネジメントとシナジーネットワーク・
マネジメントである。誤解されないために説明
しておくが、基幹技術プログラムは、事業戦略
と技術戦略の整合を目的としたマネジメントで、
画期的な技術革新を芽生えさせることを主目的
としたものではない。技術革新を芽生えさせる
ような基礎研究は、大きな問題を提起すること
によって、能力がある研究者の独創的研究に依
存している。画期的な成果は積極的に公開する
ことによって、学界や産業界の協力をえて進歩
発展させることにしている。一企業の力だけで
技術革新を芽生えさせることは困難である。
4. 3（1）　分散と集中のマネジメント
　基幹技術プログラムを推進するにあたって、
その目的を十分に達成して、事業の発展に貢献
し、研究開発の生産性を向上するために創造さ
れたのが、分散と集中のマネジメントである。分
散と集中には、研究開発を実行する組織的な側
面と、活動の場の地理的側面とがある。先ず組
織の分散と集中について述べる。
　3-1節で、現在芽生えつつある技術革新に必要
な科学技術のシーズは、ほぼ出そろっていると
述べた。ましてや、10年先の事業に必要な基礎
技術は殆ど見えている。突然出現する画期的な
発見や発明が事業化されるのは、ずっと将来の
ことである。確立された基礎技術をもとにして
実現できる応用製品や応用ソフトウエアの発明
が事業化されるのには、余り歳月はかからない。
しかしながら、今まで実用化したことがない基
礎技術を基盤技術として確立するには、今でも
夫々の専門分野で目的基礎研究から応用研究、
そして応用開発の過程を踏まなければならない。
一方、確立された基盤技術で開発できる特定市
場を指向した製品開発は、市場のニーズを熟知
し、技術を持っている事業部に任せるのがよい。
　図３に分散と集中の組織関係の概念図を示す。
右端に、製品開発を担当するそれぞれの事業部
が、左端に、基盤技術の創造と確立を担当する
研究所の専門グループが示されている。その中
間に、研究所と事業部とが協力して運用する横
断開発プロジェクトが位置付けられている。こ
こに技術者と基盤技術、ニーズや実用化技術を
集中して、各種の製品に有効に役立つ製品モ
ジュールを開発して、タイムリーに製品に役立
てるとともに、技術のシナジー効果を狙ったプ
ロジェクトである。各事業部は、開発された製
品モジュールを適当に組合せ、市場固有の技術
やソフトウエアを加えて新製品を開発すること
になる。
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　物理的な場所の集中と分散は、密な協力を必
要とする研究者集団は、組織の違いにかかわら
ず同一建物に集中し、事業部門や工場と密接な
協力を必要とする応用研究部門は、事業部や工
場と同一地区に分散して運用するマネジメント
である。半導体事業のように、３年おきに革新
的技術を実用化しなければならない分野では、
基盤技術を十分に確立してからではタイミング
を失してしまう。開発の過程を簡略して生産に
役立てなければならない場合が頻発している。
応用研究部隊が、生産部門と同一地区に駐在せ
ざるをえない。以前はＲ＆Ｄ and Ｐ(production)
と言っていたのを、最近ではＲ＆Ｐと言うよう
になった。
4. 3 （2）　シナージ ・ーネットワークマネジメント
　基盤技術プログラム立案の過程で、中間管理
者25名に社内のＳＢＵをつぶさに調査分析させ
た。この調査でこれらの管理者は、過去ほとん
ど交流がなかった事業部の幹部と意見を交換し、
研究成果が予想もしなかったＳＢＵに貢献しう
る可能性を認識するとともに、貴重な人脈を構
築することができた。定期的に調査を繰返すう
ちに、研究成果を有効に生かすシナージ ・ーネッ
トワークが構築された。シナージ ・ーネットワー
クは、一朝一夕に構築できるものではない。永
年の協力の実績がお互いの信頼関係を強化し、
研究者は研究成果が事業に貢献し研究開発の生
産性が向上する喜びを体験し、事業部門は、よ
り少ない投資で新製品がタイムリーに開発でき
て利益が向上するメリットを得るという、相互
依存関係でネットワークが蜘蛛の巣のように張
り巡らされるのである。
　ネットワークは、着実な保守を続けなければ、
個人の私物として容易に寸断される恐れがある。
毎年の研究提案書や事後評価報告書に、委託研
究先や技術移管先、技術協力先、横断開発プロ
ジェクトとの関係などを記入させ、データベー
スを整備することも保守の一つの方法である。
また研究成果や新製品の広報にあたっては、極
力協力先との共同発表にするとか、社内の表彰
制度に共同提案するなどの配慮によって、ネッ
トワークの保守改善に大きな効果をもたらすこ
とができる。ネットワークによるシナージー効
果によって、研究開発の生産性を大幅に向上す
ることができる。
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4. 4　新しいマネジメントの創造
　80年代から日本の研究開発は、大きな革新を
求められてきた。すなわち、欧米に先行指標を
求めて、群の創造で日本の経済発展に貢献する
研究開発から、自ら独創的な成果をあげて、技
術革新を芽生えさせ、技術革新を本格的な軌道
に乗せて国際貢献できる研究開発へと脱皮しな
ければならなくなった。また工業社会から高度
情報社会への移行に貢献できる、工業社会とは
異質な技術革新に貢献できる研究開発への革新
を促進そなければならない。そのためには、新
しい研究開発マネジメントを創造し続けなけれ
ばならない。　先ずは個の独創を認識し、育て
られるマネジメントの創造である。基礎研究の
マネジメントは、開発研究のマネジメントに比
較して格段と難しいものである。開発研究に適
したマネジメントでは、個の独創を潰す可能性
が大きい。マネジメントが不在となると成果は
あがらない。かって大きな成果をあげたベル研
究所の優れた基礎研究所長の持論は、優れた研
究者を採用できたらマネジメントの半分は終っ
たというものであった。単に優秀な人材を採用
するだけでは駄目で、将来この分野で大きな革
新が必要であるとの問題意識に応えてくれる人
材を採用しなければならない。優れた人材を採
用すれば、自ずから研究分野もテーマも決って
くる。後は研究者が思う存分に研究ができるよ
うに、環境を整備して支援してやるだけである。
しかしながら、優れた研究者を選ぶことは大変
難しい。当り外れが必ずある。優れたマネジヤー
は、選択の的中率が高い人である。不適な研究
者は職場を変えることが本人のためでもあり、
研究所のためでもある。したがって、基礎研究
所の新人は５年契約で、この間に適性を示す成
果を上げなければ、本採用にはならなかった。日
本の現在の雇用慣習とは異質である。同じマネ
ジメントが日本で定着できるのか、日本的マネ
ジメントを創造すべきか、これからの課題であ
る。
　高度情報社会の技術革新が工業社会のそれと
異なる点は、高度化かつ多様化する市場のニー
ズに対して、適切に対応できる技術を創造でき
るかどうかということであろう。情報技術は既
に、地域文化と密接な関係を持ち始めている。
個々の地域文化に固有な技術の創造では、画期
的な技術革新とはなりえない。異なる地域文化
に共通の普遍性を見出し、広く国際社会に貢献
する革新的な新技術の創造が求められている。
西洋で探求が始った自然科学は、社会の場から
分離された静的な科学である。東洋で歴史的に
探求されてきた、場の中での動的アプローチが
見直されてよい時期にあるのではなかろうか。
欧米の学問への追随から、人文社会科学者と自
然科学者が協力して、新しい科学の創造に挑戦
しなければならない時代が目前に迫っている。
自然科学と人文社会科学との壁を取除くマネジ
メントの創造が必要となろう。
　高度情報社会には、新しい画期的な技術の創
造も必要であるが、学際的、業際的に協力する
ことで、既存の技術の融合によって創造できる
新技術の比率が恐らく大きくなるであろう。組
織や専門を越えたシナージー・ネットワーク　
マネジメントの重要性が、研究開発の生産性向
上の域を越えて、技術革新マネジメントでも強
く認識されてくるであろう。
Ⅴ．人材の育成
　人材育成の重要性は、今更ここで主張するま
でもない。しかしながら、技術革新マネジメン
トの創造には、今迄とは異質な人材の育成が必
要であるので、結言に代えて、私の問題意識を
述べてみたい。
　私のベル研究所時代の友人の子息で、父親や
母親の後を継いで、理工学の分野で活躍してい
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る者は皆無に近い。どの分野でも、研究者とし
て活躍してくれていれば未だ救われる気がする
が、弁護士や医者やマネジャーとなって金もう
けに専心している。もちろん、これらの人々も
間接的には技術革新に関与することは間違いな
いが、余りにも個人の利益が優先している。我々
の分野におけるアメリカの研究者の主力は東洋
人であり、起業家の主力はアメリカ人である。過
去の技術革新が、環境問題や地球資源の枯渇問
題を起こしたように、現在アメリカが主導して
いる高度情報社会への技術革新が、同じ誤りを
繰返す可能性を否定することはできない。
　日本でも今や、子供の理工学離れが大変な社
会問題となっている。理工学離れだけなら未だ
救いがあるが、独創性や社会性まで潰してきて
いる。権利と義務が両立し、宗教心を失ってい
ない多民俗国家のアメリカの方が未だましかも
しれない。世界一恵まれた自然環境の中で、戦
後の一国平和主義の社会環境の影響を受けた日
本の若者が、真に国際社会から期待されている
技術革新の創造ができるのであろうか。幸いに
も、戦後の教育の弊害を乗越えて、独創性を持
ち続けている優秀な若者は存在する。これらの
若者を、技術革新の創造や技術革新マネジメン
トに貢献できる人材に是非育てなければならな
い。しかし社会環境が整備されなければ、これ
らの人材の努力も徒労に終る可能性がある。現
在必要なのは、戦後失われた良き日本の文化を
取戻す文化の革新ではなかろうか。
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